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　今週は、東南アジアの代表的B2B企業であるシンガポールの「SESAMi.com」社を訪問し、事業活動の概
要を聴取した。概要は今週の話題と巻末の別添のとおりである。

　　同社のSESAMiネットワークを通じる電子商取引の月商は5.5億シンガポール・ドル（約350億円）。顧客
は現在1300社弱。1200社がサプライヤー。2万品目を取り扱っている。
こ れ ま での CICC シ ン ガポールのニ ュー ス ・ ウ イ ー ク リ ーや報告書は、ホーム ・ ペ ー ジ

(http://www.cicc.org.sg)に掲載しております。

 [今週の話題] シンガポール「SESAMi.com」社の概要
　NCS社（シンガポール・テレコム社の子会社）、OUB銀行、従業員持ち株、Eastman Chemical社を出資
者として、1999年９月1日に設立されたばかりのSESAMi.com社は、順調に成長している。
　電子商取引では、当然、バイヤーとサプライヤーが存在し、こららの間をとりもつ機能として電子商取引企

業が成立する。B2Cの場合にはバイヤーが一般の顧客に該当し、B2Bの場合にはバイヤーは大手の調達
企業である。「SESAMi.com」社の現在のビジネスモデルは、シンガポール最大の企業であるシンガポール・
テレコム社、シンガポール航空社をバイヤーとして、事業がスタートしている。

　シンガポール・テレコム社への納入企業から聞いたところ、ある日突然、シンガポール・テレコム社から、今

後の機器調達はすべて「SESAMi.com」の電子商取引ネットワークを通じて実施すると言われ、否応無く対
応しているとのことであった。

　詳細は、別添を参照。

(別添)東南アジアの代表的B2B企業「SESAMi.com」社の概要
平成１２年９月

１．設立

1999年９月1日
　主な出資者は、NCS社（シンガポール・テレコム社の子会社）、OUB銀行、従業員持ち株、Eastman 
Chemical社。

２．事業概要

　B2B電子商取引に関するシステム・インテグレーション、ネットワーク提供、コンテンツ・マネジメント、デー
タ・センターなどのすべての分野のサービスを実施している。

　B2Cは対象としていない。



　例えば、「SESAMi　 e-Markets」、「SESAMi Auctions」、「SESAMi Procurement」等をサービスしてい
る。

　1999年１１月１日からは、シンガポール・テレコムのすべての調達を「SESAMi」ネット経由で行っている。　
　2000年３月からは、Eastman社を中心に化学品の取引を開始している。
　電子商取引ネットワーク利用に関しては、料金はサプライヤーからのみ徴収している。また、料金体系は、

電子商取引ネットワーク利用料、システム・インテグレーション料などからなる。

　SESAMiネットワークを通じる電子商取引の月商は５.５億シンガポール・ドル（約350億円）。顧客は現在
1300社弱。1200社がサプライヤー。2万品目を取り扱っている。

　2000年９月からは、SAPとのインテグレーションを実施している。
　対象としている業種は、建設、Healthcare、電子部品（IC）、小売製品である。
なお、インドの合弁企業は、自動車、エンジニアリング、農産品を扱っている。

３．電子商取引導入のメリット

　シンガポール・テレコム社は、このSESAMiネットワークを利用することにより、今後５年間で2000万シンガ
ポール・ドル（約12億円）の節約が可能である。
　Eastman Chemical社は、年間９億シンガポール・ドル（約570億円）のメンテナンス品の調達を行ってい
る。電子商取引化することにより、調達手続きコスト300万シンガポール・ドル（約2億円）の節約と5％程度の
調達製品価格の低減が可能であると見込まれる。

４．海外展開

　全世界23の電子商取引ウエブのメンバーとなっている。インドに合弁企業、香港に100％子会社を設立し
ている。

現在、タイ、台湾、日本への事務所進出を計画中である。

今後の市場としては、台湾、中国、日本、豪州、ニュージーランドを狙っている。

　Commerce Oneのメンバーとなっている。

５．提携関係

(ア) 基本技術
① 基本システム：米国のCommerce One(e-Procurement)及びNescape社(e-Direct)からの導

入。

② サーチエンジン：Lycosasia社
③ ハードウエア：Compaq社
④ XMLを検討中

(イ) 業務
① コンサルティング関係：Pricewaterhouse Coopers社
① 銀行決済関係：HDFC銀行、OUB銀行
② ロジスティクス：Logistics社
③ ロゼッタ・ネットを検討中



６．従業員規模及びデータ・センター

　従業員は70名。近い将来には100名となる予定。
　シンガポール島内に1000平方フィートのデータ・センターを有している。
　24時間対応の７回線のHelpデスクと顧客サポート・サービスを行っている。

（以上）


